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定 期 監 査 結 果 報 告 書

第１ 監査の対象

企画総務部 総務課

（砺波消防署の併任事務を含む）

第２ 監査の日

令和元年５月２８日

第３ 調査の期間

令和元年５月１４日～令和元年５月２８日

第４ 監査の方法

平成３０年度（ 平成３１年３月末日現在 ）における所管事務について、あらかじめ

監査資料の提出を求め、それを基に関係書類及び諸帳簿を審査するとともに、関係職員

よりそれぞれ説明を受け、予算の執行状況と事務の処理状況に重点をおいて監査した。

第５ 監査の結果

所管の事業の執行状況は、全般的におおむね良好であると認められた。また、是正改

善を要する事項については、その都度口頭により助言指導を行ってきたところであるが、

ここで監査結果の概要を述べることにする。



＜ 総　務　課  ( 砺波消防署の併任事務を含む ) ＞

1 監査の実施日 （監査対象　平成30年度）

2 職員配置の状況

(注） (   )内は総数。班長及び係長は主幹が事務取扱。主任技士は企画調整課主任技士が兼務。

3 予算の執行状況

◇　企　画　総　務　部 　◇

令和元年5月28日

 （単位：人）

区　     分 課長 主幹 班長 係長 主査 主任 主任技士 主事 嘱託 臨時 計

現　 　   　  員 1 4 (2) (2) 3 5 (兼務1) 2 2 1 18

前年度末人員 1 4 (2) (2) 3 5 (兼務1) 2 1 1 17

平成30年4月１日から平成31年3月31日まで

歳　     入  （単位：千円）

予　 算　 科　 目 予算現額 調　定　額 収入済額 収入未済額

使用料及び手数料 使用料 0 1 1 0 

国庫支出金 委託金 519 521 521 0 

県補助金 1,300 1,293 1,293 0 

委託金 6,138 5,716 2,823 2,893 

受託事業収入 8,514 7,620 7,620 0 

助成金 1,800 1,800 1,800 0 

雑入 22,503 41,920 19,612 22,308 

合  　      計 40,774 58,871 33,670 25,201 

県支出金

諸収入
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歳　     出  （単位：千円）

予 算 科 目 予算現額 支出済額 予算残額 備　　　　　考

一般管理費 198,166 121,402 76,764

行政事務費
一般管理費
行政改革推進費
庁用車管理費
事務電算化推進事業費

人事管理費 412,406 360,696 51,710
人事管理費
職員研修費

文書管理費 17,793 16,633 1,160
文書集中管理費
文書収発管理費

企画費 22,750 14,855 7,895 地域情報化推進事業費

公平委員会費 160 73 87 公平委員会費

地方振興費 69,150 67,156 1,994 地方振興費

防災対策費 31,260 13,582 17,678 防災対策費

選挙管理委員会費 520 403 117 選挙管理委員会費

選挙常時啓発事業費 90 76 14 選挙常時啓発事業費

土地改良区総代選挙費 1,063 270 793 土地改良区総代選挙費

県議会議員選挙費 4,133 4 4,129 県議会議員選挙費

常備消防費 672,257 671,950 307 消防活動費

非常備消防費 93,086 75,540 17,546
消防団活動費
消防団機械等整備費

消防施設費 7,892 5,469 2,423 消防施設管理費

水防費 870 36 834 水防対策事業費

一般管理費
(繰越明許費)

2,999 2,999 0 事務電算化推進事業費

合        計 1,534,595 1,351,144 183,451
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・ 消防救急デジタル無線保守業務委託の契約について

・ 消防防災ヘリコプターの台数及び価格について

・ 消防防災ヘリコプター運航に伴う負担金の負担割合について

・ 消防自動車の処分方法について

・ 消防自動車等の充足状況について

・ 消防署職員数と国の指針が示す職員数について

・ 消火栓、消防ポンプ、屯所等の設置計画について

・ 中日本高速道路株式会社からの事業受託収入について

・ 地区消防団との調整及び指導・育成について

・ 雑入の予算計上について

・ 市長車等公用車の効率的な運用について

・ どこでもＷiＦi事業の整備状況について

・ 本庁舎内電話交換業務委託について

・ 全国瞬時警報システム等全国共有システム連携業務に係る業者選定について

・ 地区集会施設整備事業補助金について

・ となみ創生地域交付金について

・ 人事評価制度の状況について

・ 投票用紙分類機について

5

主な質疑事項

監査の結果及び意見

      事務処理の状況及び文書管理については、おおむね良好に処理されているものと認められた。
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